
平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 千円
② 件
③
① ％
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

2,155,000

600

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

2,155,000

85.2
52.8

26年度
当初予算額

25年度

2,393,170

予算現額 決算額 決算増減率

2,145 102.0%

市民協働の状況

実績
103,047

計画

農村下水道利用者が、適正な使用料金を公平に負担することにより、下水道経営の健全化を図る。

2,112

活
動
指
標

19-２　安定した下水道事業経営

農村下水道使用料
接続件数 2,107 2,1022,092

103,709

84.4
48.8

Ｈ24評価

妥　当　性

上位施策への貢献度
６
評
価

Ａ

評価の視点

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

農村下水道使用料は、下水道事業の維持管理費を賄い、下水道整
備に要した公債費の償還利子財源の一部を賄うこととされている
が、利用促進を図るため公費負担の割合が大きくなっている。受
益者の適正負担を推進することでこれを改善し、健全な下水道経
営を確立する必要がある。

１次評価
（課長総括）

２ 検討の余地あり

不要

600

2,520,000

2,394,000

4

600

2,394,000

2,396,000

１ 妥当である

現行どおり管理運営を行うことが適
当

２次評価

実施主体の適正化
負担割合の適正化

コスト効率

目標達成度
類似事業の有無 １ なし

対象の妥当性

2,396,000

１ 妥当である

4,914,000

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠

①事務事業に携わる正規職員数

2,520,000

1

3,236,000

200

Ｈ25評価

Ａ

②県支出金

24年度
決算額

2,396,000

予算現額

⑤その他
支出合計（Ａ） 2,396,000

2,396,000

2,396,000

2,396,000

26年度
計画
106,163

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

①国庫支出金

成
果
指
標

支
出
内
訳

下水道水洗化率
使用料対象経費に対する充足率

③工事請負費

区　　分

①需用費
②委託料

農業集落排水事業特別会計

農業集落排水事業費

農村下水道管理費

2,393,170

25年度

102,966

会　   　計

85.7
51.6

予
算
科
目

当面継続

24年度
実績

汚水排出量に応じた下水道使用料の賦課収納
井水使用滞納者宅への訪問徴収

農村下水道整備区域内利用者

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち

７　魅力ある都市基盤の充実

19　下水道の整備

84.0
49.6

３
指
標

単位

２
事
業
概
要

事 業 概 要
農村下水道事業の維持管理費や資本費（起債の元利償還金）の一部を賄うため、使用者から適正な使用料金の徴収を
行う。

対　   　象

意       図
（成果指標）

協働になじまない

計画
102,322

手       段
（活動指標）

指　標　名

2,396,000

単位

④負担金補助及び交付金

46.4
84.5

款

係　   　名

電 話 番 号

政  策  名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

施  策  名

H15年度以前開始年度

効  率  性 Ｂ

施設管理

2,394,000

終了年度

項

目

下水道課農村下水道使用料事務

農村下水道一般管理費

自治事務

業務係

0765-23-1038

担
当
部
署

課       名

2,393,170 -0.1%

2,155,000-0.1%
300.0%

4,913,170

　

4,675,000

4 4

2,520,000

51.8%

一般管理費

2,394,000

達成率
100.1%

101.5%
105.7%

-0.1%

-0.1%

2,155,000

2,393,170

200.0%

200.0%

汚水排出量に応じた下水道使用料の賦課収納
井水使用滞納者宅への訪問徴収
料金改定にかかる調査・準備(結果料金改定は消費税分のみの見直しとなった)

１ 高い ２ 普通
２ 検討の余地あり

２ 検討の余地あり

３ 妥当でない

３ 妥当でない

人
件
費

1

840,000

3,236,000

200

840,000

Ａ有  効  性

３ 適正でない

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

２ 改善の余地あり
２ 改善の余地あり

２ 目標どおり

３ 低い
３ 適正でない

１ 妥当である
１ 高い

３ あり

２ 普通

３ 低い・未実施

３ 低い
１ 高い
１ 適正である
１ 適正である



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 千円
② 件
③
① ％
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

３ 低い

２ 改善の余地あり

２ 普通

負担割合の適正化 １ 適正である

１ 高い
１ 適正である実施主体の適正化

コスト効率

12,694,349

３ 妥当でない

施設管理

係　   　名

担
当
部
署

下水道使用料事務

当面継続

課       名

１
基
本
項
目

下水道一般管理費

開始年度 H15年度以前

25年度

３
指
標 83.4

54.9

指　標　名

-4.0%

下水道課

会　   　計 下水道事業特別会計

業務係

電 話 番 号 0765-23-1038

計画 達成率

-4.0%

537,953活
動
指
標

9,901

25年度

単位 24年度
実績
540,487

使用料対象経費に対する充足率

13,219,000

24年度

-4.0%12,695,000

12,694,34913,219,000

予算現額

12,695,000

13,219,000

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

施  策  名

事  業  期　間

目  標  名

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

②委託料

②年間所要時間

円）（Ｂ）

自治事務

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち

終了年度

２
事
業
概
要

事 業 概 要 下水道事業の維持管理費や資本費（起債の元利償還金）を賄うため、使用者から適正な使用料金の徴収を行う。

意       図
（成果指標）

公共下水道利用者が、適正な使用料金を公平に負担することにより、下水道経営の健全化を図る。

公共下水道整備区域内利用者

手       段
（活動指標）

政  策  名
総
合
計
画 基本事業名 19-２　安定した下水道事業経営 協働になじまない

目

款 下水道費
予
算
科
目

項 下水道管理費

一般管理費

７　魅力ある都市基盤の充実

19　下水道の整備

②県支出金

④負担金補助及び交付金
⑤その他
支出合計（Ａ） 13,219,000

83.4

③工事請負費

①需用費

区　　分

①国庫支出金

単位
予算現額 決算額

成
果
指
標

支
出
内
訳

下水道水洗化率

汚水排出量に応じた下水道使用料の賦課収納
井水使用滞納者宅への訪問徴収

対象の妥当性

13,219,000 12,695,00013,219,000

13,219,00013,219,000 12,695,000

１ 妥当である

上位施策への貢献度

目標達成度
類似事業の有無

１ 妥当である

16,054,349

１ 高い
１ なし ３ あり

３ 低い

２ 目標どおり

15,522,0004.8%

３ 妥当でない
３ 妥当でない

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性 ２ 検討の余地あり

15,319,000 16,055,000

２ 検討の余地あり

目的の妥当性

下水道使用料
接続件数

市民協働の状況

実績

６
評
価

妥　当　性

Ｈ24評価

対　   　象

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価

Ｂ

１次評価
（課長総括）

効  率  性

有  効  性 Ａ

Ａ
１ 妥当である
１ 高い

82.3
53.7

98.7%

12,694,349

決算額 決算増減率

計画

9,954 97.2%

54.6
83.1

98.9%

10,496
544,881
10,201

99.8%545,726

54.3

26年度

84.9
58.8

計画

26年度

564,076
10,916

4

3,360,000

12,162,000

800

12,162,000

12,162,000

当初予算額

12,162,000

12,694,349

60.0%

汚水排出量に応じた下水道使用料の賦課収納
井水使用滞納者宅への訪問徴収
料金改定にかかる調査・準備
(結果料金改定は消費税分のみの見直しとなった)

15,319,000

2 4 4

800

2 100.0%

60.0%

3,360,000

500

2,100,000

800

3,360,000

500

2,100,0004,200③人件費（②×＠

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

-4.0%

２ 普通

２ 改善の余地あり

２ 検討の余地あり
２ 検討の余地あり

３ 低い・未実施

３ 適正でない
３ 適正でない

現行どおり管理運営を行うことが適
当

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

下水道事業では、雨水処理に要する経費などは公費で負担すべきとされ、汚水処理にかか
る経費は使用料収入によって賄うという独立採算性の原則が適応される。しかしながら、
現在の下水道使用料では下水道事業の維持管理費は賄っているものの、下水道整備に要し
た公債費の償還は一部しか賄えず公費負担の割合が大きくなっている。今後は、受益者の
適正負担を推進し、健全な下水道経営を確立していく必要がある。

評
価
結
果

不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 千円
② 千円
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

人

時間

円

円

３ 低い

２ 改善の余地あり

２ 普通

負担割合の適正化 １ 適正である

１ 高い
１ 適正である実施主体の適正化

コスト効率

417,195

0

３ 妥当でない

ソフト事業

係　   　名

担
当
部
署

下水道受益者負担・分担金事務

当面継続

課       名

１
基
本
項
目

下水道一般管理費

開始年度 平成元年

25年度

３
指
標 98.00

指　標　名

-47.1%

下水道課

会　   　計 下水道事業特別会計

業務係

電 話 番 号 0765-23-1038

計画 達成率

-5.1%
-47.1%

49,573活
動
指
標

48,581

25年度

単位 24年度
実績
77,724

661,000

24年度

120,000
-45.2%661,000

417,195788,682
57,882

予算現額

842,000
61,000 54,945

661,500

61,000

120,000

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

施  策  名

事  業  期　間

目  標  名

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

②委託料

②年間所要時間

円）（Ｂ）

自治事務

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち

終了年度

２
事
業
概
要

事 業 概 要

公共下水道整備を行った下水道受益地域の土地所有者等（受益者）に対し、事業費の一部を負担してもらうことによ
り、未整備地域との負担の衡平を図る。　　（分担金、負担金制度の考え方）
１　下水道が整備されることにより利益を受ける者の範囲が明確であること。
２　下水道の整備によって特定の地域について環境が改善され、未整備地区に比べて利便性・快適性が著しく向上し、
結果として、当該地域の資産価値を増加させることなどによる。

意       図
（成果指標）

受益者が、下水道事業の建設費の一部を賄い、また、受益者負担・分担金を公平に負担することにより、下水道経営の健全化を図る。

公共下水道の排水区域内に存する土地の受益者（所有者又は権利者）

手       段
（活動指標）

政  策  名
総
合
計
画 基本事業名 19-２　安定した下水道事業経営 協働になじまない

目

款 下水道費
予
算
科
目

項 下水道管理費

一般管理費

７　魅力ある都市基盤の充実

19　下水道の整備

②県支出金

④負担金補助及び交付金
⑤その他
支出合計（Ａ） 842,000

98.00

③工事請負費

①需用費

区　　分

①国庫支出金

単位
予算現額 決算額

69,300

成
果
指
標

支
出
内
訳

徴収率

公共下水道整備地域の面積に対する分担金・負担金を賦課徴収する。
賦課額は、平方メートル当り 450円。

対象の妥当性

842,000 842,000788,682

788,682842,000 842,000

１ 妥当である

上位施策への貢献度

目標達成度
類似事業の有無

１ 妥当である

3,357,195

１ 高い
１ なし ３ あり

３ 低い

２ 目標どおり

3,522,000-19.1%

３ 妥当でない
３ 妥当でない

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性 ２ 検討の余地あり

4,202,000 3,782,000

２ 検討の余地あり

目的の妥当性

賦課額
徴収額

市民協働の状況

実績

６
評
価

妥　当　性

Ｈ24評価

対　   　象

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価

Ａ

１次評価
（課長総括）

効  率  性

有  効  性 Ａ

Ａ
１ 妥当である
１ 高い

-100.0%

97.81 99.8%

362,250

決算額 決算増減率

計画

76,584 141.4%

98.88

51,540
74,502
72,872

141.7%52,592

26年度

98.00

計画

26年度

52,627
51,574

2

2,940,000

582,000

700

582,000

70,000
582,000

当初予算額
123,000
389,000

417,195

-12.5%

公共下水道整備地域の面積に対する分担金・負担金を賦課徴収する。
賦課額は、平方メートル当り 450円。
下水道整備計画のエリア拡大に伴い、新たに「第６分担区」を設定した。
下水道台帳システムの保守点検回数を見直しし、コスト縮減に努めた。（委託料）

4,148,682

2 2 2

700

2 0.0%

-12.5%

2,940,000

800

3,360,000

700

2,940,000

800

3,360,0004,200③人件費（②×＠

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

-47.1%

２ 普通

２ 改善の余地あり

２ 検討の余地あり
２ 検討の余地あり

３ 低い・未実施

３ 適正でない
３ 適正でない

計画どおり事業を実施することが適当 ２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

下水道の整備に伴い、便所の水洗化、悪臭等の防御など生活環境が改善
され、下水道の未整備地区に比べて快適で住みよい生活が維持できるこ
とになるとともに、土地の利用価値も増大することになる。このような
ことから、「負担の公平」の原則により下水道の建設費の一部を負担し
ていただく必要があり、必要かつ重要な事務である。

評
価
結
果

不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 時間
②
③
① 回
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

人

時間

円

円

評
価
結
果

800

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

2

26年度
当初予算額

25年度

0

予算現額 決算額 決算増減率

市民協働の状況

実績
200

計画

正確に調査票を作成することによって、経営状況を分析することができる。

活
動
指
標

19-２　安定した下水道事業経営

決算状況調査作成時間 200

2

Ｈ24評価

妥　当　性

上位施策への貢献度
６
評
価

Ａ

評価の視点

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

下水道事業の経営状況を把握するために必要不可欠な事業であり、
引き続き行う必要がある。

１次評価
（課長総括）

２ 検討の余地あり

不要

800

3,360,000

2

800

0

１ 妥当である

計画どおり事業を実施することが適当 ２次評価

実施主体の適正化
負担割合の適正化

コスト効率

目標達成度
類似事業の有無 １ なし

対象の妥当性

0

１ 妥当である

3,360,000

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠

①事務事業に携わる正規職員数

3,360,000

2

3,360,000

800

Ｈ25評価

Ａ

②県支出金

24年度
決算額予算現額

⑤その他
支出合計（Ａ） 0

0

0

26年度
計画

200

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

①国庫支出金

成
果
指
標

支
出
内
訳

総務省提出後に訂正した回数

③工事請負費

区　　分

①需用費
②委託料

なし

25年度

200

会　   　計

1

予
算
科
目

当面継続

24年度
実績

費用構成、職員給与、地方債、一般会計繰入金等経営分析に必要な数値を集計し、総務省の作成システムにより報告を
行う。

地方公営企業決算状況調査票

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち

７　魅力ある都市基盤の充実

19　下水道の整備

2

３
指
標

単位

２
事
業
概
要

事 業 概 要
総務省が所管する地方財政状況調査で、公共下水道事業及び農業集落排水事業の施設、業務の概況及びその経営分析を
実施する。

対　   　象

意       図
（成果指標）

協働になじまない

計画
200

手       段
（活動指標）

指　標　名

単位

④負担金補助及び交付金

1

款

係　   　名

電 話 番 号

政  策  名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

施  策  名

平成４年開始年度

効  率  性 Ｂ

ソフト事業

終了年度

項

目

下水道課地方公営企業決算状況調査事務

なし

自治事務

業務係

0765-23-1038

担
当
部
署

課       名

0

0
0.0%

3,360,000

　

3,360,000

2 2

3,360,000

0.0%

0

達成率
100.0%

50.0%

0

0.0%

0.0%

費用構成、職員給与、地方債、一般会計繰入金等経営分析に必要な数値を集計し、総務省の作成システムにより報告を行った。

１ 高い ２ 普通
２ 検討の余地あり

２ 検討の余地あり

３ 妥当でない

３ 妥当でない

人
件
費

2

3,360,000

3,360,000

800

3,360,000

Ａ有  効  性

３ 適正でない

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

２ 改善の余地あり
２ 改善の余地あり

２ 目標どおり

３ 低い
３ 適正でない

１ 妥当である
１ 高い

３ あり

２ 普通

３ 低い・未実施

３ 低い
１ 高い
１ 適正である
１ 適正である



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 個
② 人
③
① ％
② 件
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

。

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 水洗化促進事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成22年度 終了年度

下水道課

予 算 事 業 名 なし 係　   　名 維持保全係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1087

７　魅力ある都市基盤の充実 項 予算なし

施  策  名 19　下水道の整備 目 予算なし

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 予算なし

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 予算なし

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 19-２　安定した下水道事業経営 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 下水道の普及を図るためのＰＲ活動及び水洗化促進のための未接続世帯への個別訪問

対　   　象 市民（下水道未接続者）

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

毎年全国的に実施される「下水道の日」（９月10日）にあわせ、下水道の役割やしくみのＰＲ、またその普及を図る
ための街頭ＰＲ活動を行うことと、未接続世帯への個別訪問

意       図
（成果指標）

下水道の必要性を理解してもらい、下水道未接続者が下水道の接続をする。

活
動
指
標

啓発用品配布数 300 300 300 400 133.3% 300
浄化センター施設見学者数 300 173 300 157 52.3% 300

86.2
未接続世帯面訪問数 150 160 150 204 136.0% 150
水洗化率（累計） 84.1 83.4 85.2 82.9 97.3%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

支出合計（Ａ） 0 0 0 0 0
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）

収入合計 0 0 0 0 0
⑤一般財源

50.0% 6

②年間所要時間 600 600 700 700 16.7% 700

①事務事業に携わる正規職員数 4 4 6 6

16.7% 2,940,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

下水道の普及を図るためのＰＲ活動を９月10日にアップルヒルで行い、10月28日に環境フェスティバル会場のありそドームで行っ
た。また、水洗化促進のための未接続世帯への個別訪問を12月と３月に実施した。

2,520,000 2,940,000 2,940,000 16.7% 2,940,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 2,520,000 2,520,000 2,940,000 2,940,000

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 2,520,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

下水道の役割、必要性を広く市民に理解と周知していただくため
に、全国規模で実施しており、整備率及び水洗化率向上に向け、
また、個別訪問は職員が現場を把握でき、効果はすぐに現れない
が重要であり推進する。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② 件
③ 件
① ㎎/ℓ
② ㎎/ℓ
③ ㎎/ℓ

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 公共下水道維持管理事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成３年度 終了年度

下水道課

予 算 事 業 名 1.浄化センター維持管理費 係　   　名 維持保全係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1087

７　魅力ある都市基盤の充実 項 1.下水道管理費

施  策  名 19　下水道の整備 目 2.公共下水道管理費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 下水道事業特別会計

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 1.下水道費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 19-２　安定した下水道事業経営 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要

魚津市浄化センター、川の瀬浄化センター、大杉台処理場は、環境の悪化に伴う水質汚濁の解消、公共用水域の水質
保全、トイレの水洗化による生活環境の改善を図り、魚津市にくらす人々の快適な生活を守るために設置された。
当事業は、魚津市浄化センター、川の瀬浄化センター、大杉台処理場、北鬼江中継ポンプ場、港町中継ポンプ場及び
市内のマンホールポンプ場を効率的かつ経済的に、常時良好な水質を維持する事業

対　   　象 処理場への流入水質

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

魚津市浄化センター、川の瀬浄化センター、大杉台処理場、北鬼江中継ポンプ場、港町中継ポンプ場、マンホールポ
ンプ場の維持管理

意       図
（成果指標）

処理場への流入水質を放流可能な水質に浄化する。

活
動
指
標

魚津市浄化センター施設の修繕件数 25 30 25 27

大杉台処理場施設の修繕件数 3 0 3

108.0% 25
川の瀬浄化センター施設の修繕件数 5 3 5 0 0.0% 5

10
川の瀬浄化センター放流水質（BOD） 10 2.0 10 1.0 10.0% 10

2 66.7% 3
魚津市浄化センター放流水質（BOD） 10 4.3 10 3.7 37.0%

支
出
内
訳

①需用費 5,786,000 5,539,434 5,586,000 2,547,624 -54.0%

10

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

大杉台処理場放流水質（BOD） 10 2.6 10 1.0 10.0%

成
果
指
標

5,130,000
②委託料 218,293,000 208,673,069 221,464,000 213,393,798 2.3% 227,260,000

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金 300,000 299,168 350,000 349,563 16.8% 1,050,000
③工事請負費

309,000
支出合計（Ａ） 224,711,000 214,754,106 227,729,000 216,535,509 0.8% 233,749,000
⑤その他 332,000 242,435 329,000 244,524 0.9%

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等） 224,711,000 214,754,106 227,729,000 216,535,509 0.8% 233,749,000

収入合計 224,711,000 214,754,106 227,729,000 216,535,509 0.8% 233,749,000
⑤一般財源

0.0% 2

②年間所要時間 800 800 800 800 0.0% 800

①事務事業に携わる正規職員数 2 2 2 2

0.8% 237,109,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

魚津市浄化センター等関連施設の維持管理業務委託を行った。

3,360,000 3,360,000 3,360,000 0.0% 3,360,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 228,071,000 218,114,106 231,089,000 219,895,509

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 3,360,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

下水道事業の促進による整備区域の拡大に伴い管理する下水道施
設の稼働率の増加及び経年による下水道施設の老朽化等により、
維持管理費は年々増加傾向となるが、下水道施設の機能や衛生的
な生活環境を確保するため、点検を計画的に行う必要がある。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり管理運営を行うことが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
②
③
① ㎎/ℓ
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 とみ里団地浄化槽維持管理事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成23年度 終了年度

下水道課

予 算 事 業 名 3.とみ里団地浄化槽維持管理事業 係　   　名 維持保全係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1087

７　魅力ある都市基盤の充実 項 1.下水道管理費

施  策  名 19　下水道の整備 目 2.公共下水道管理費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 下水道事業特別会計

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 1.下水道費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 19-２　安定した下水道事業経営 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
とみ里団地浄化槽の適正な管理を行い、住民の健康で快適な生活環境を維持し、河川などの水質保全と水の循環を健
全に保つ。

対　   　象 とみ里団地の住民

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

浄化槽の維持管理

意       図
（成果指標）

浄化槽から放流可能な水質に浄化する。

活
動
指
標

点検回数 52 52 52 53 101.9% 52

10年間平均放流水質（BOD） 10 8 10 10.6 106.0%

支
出
内
訳

①需用費 496,885 496,885 612,000 520,174 4.7%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

731,000
②委託料 1,029,115 1,019,412 1,117,000 1,060,992 4.1% 1,104,000

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

21,000
支出合計（Ａ） 1,542,000 1,531,601 1,750,000 1,596,470 4.2% 1,856,000
⑤その他 16,000 15,304 21,000 15,304 0.0%

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等） 1,542,000 1,531,601 1,750,000 1,596,470 4.2% 1,856,000

収入合計 1,542,000 1,531,601 1,750,000 1,596,470 4.2% 1,856,000
⑤一般財源

100.0% 2

②年間所要時間 200 200 200 200 0.0% 200

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 2 2

2.7% 2,696,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

とみ里団地浄化槽の維持管理業務委託を行った。

840,000 840,000 840,000 0.0% 840,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 2,382,000 2,371,601 2,590,000 2,436,470

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 840,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

浄化槽への接続率が年々増加し維持管理費が少しずつ増加傾して
いる。浄化槽の老朽化してきており特定環境保全公共下水道への
接続を計画的に行う必要がある。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり管理運営を行うことが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② 件
③ 件
① 件
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 下水道排水設備指定工事店認定事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成３年度 終了年度

下水道課

予 算 事 業 名 なし 係　   　名 維持保全係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1087

７　魅力ある都市基盤の充実 項 予算なし

施  策  名 19　下水道の整備 目 予算なし

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 予算なし

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 予算なし

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 19-２　安定した下水道事業経営 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 魚津市下水道条例に基づき、排水設備の施工ができる業者を指定する業務

対　   　象 魚津市の下水道供用区域内で排水設備の施工を行う業者

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

下水道排水設備指定工事店の指定要件に適合しているか審査し、要件を満たしていれば、指定工事店として認定す
る。また、有効期間の５年を経過したものや、異動があったものについて再度審査をし、要件を満たしていれば認定
する。

意       図
（成果指標）

適正な技術力を持った指定工事店が排水設備を施工することにより、生活排水を安全かつ安心して下水道管へ導くこ
とができる。

活
動
指
標

指定工事店更新件数 10 8 115 102

指定工事店異動件数 5 5 5

88.7% 16
指定工事店新規追加件数 4 7 7 6 85.7% 7

28

5 100.0% 5

期日までに適正に審査した数 19 20 127 113 89.0%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

支出合計（Ａ） 0 0 0 0 0
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）

収入合計 0 0 0 0 0
⑤一般財源

0.0% 1

②年間所要時間 200 200 200 200 0.0% 200

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

0.0% 840,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

下水道排水設備指定工事店の新規認定等を行った。

840,000 840,000 840,000 0.0% 840,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 840,000 840,000 840,000 840,000

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 840,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

下水道への接続に際して、適正な排水設備の施工ができる業者を
指定することは、健全な下水道経営に繋がる。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② 回
③
① 件
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 下水道責任技術者試験委員事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成10年度 終了年度

下水道課

予 算 事 業 名 なし 係　   　名 維持保全係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1087

７　魅力ある都市基盤の充実 項 予算なし

施  策  名 19　下水道の整備 目 予算なし

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 予算なし

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 予算なし

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 19-２　安定した下水道事業経営 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
魚津市下水道条例に基づき、排水設備の設計、施工に関する技能を有する者を下水道排水設備責任技術者として認定
するため、富山県下水道協会試験委員として試験を行う。また、５年ごとに責任技術者証の更新を行う。

対　   　象 魚津市の下水道供用区域内で排水設備の施工を行う技術者

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

責任技術者の更新の受付、新規の受付を行う。試験委員として、講習会の実施、認定試験を実施する。

意       図
（成果指標）

適正な技術力を持った指定工事店が排水設備を施工することにより、生活排水を安全かつ安心して下水道管へ導くこ
とができる。

活
動
指
標

新規及び更新受付した数 241 155 150 137 91.3% 150
試験委員会、講習会、試験の開催回数 5 5 5 8 160.0% 8

150期日までに適正に受付した数 241 155 150 137 91.3%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

支出合計（Ａ） 0 0 0 0 0
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）

収入合計 0 0 0 0 0
⑤一般財源

0.0% 1

②年間所要時間 200 200 200 200 0.0% 200

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

0.0% 840,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

富山県下水道協会試験委員として委員会への出席と、下水道排水設備工事責任技術者共通試験に立会った。

840,000 840,000 840,000 0.0% 840,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 840,000 840,000 840,000 840,000

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 840,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

下水道への接続に際して、適正な排水設備の施工ができる下水道
排水設備責任技術者を指定することは、健全な下水道経営に必要
な事業である。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
②
③
① ㎎/ℓ
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 農村下水道維持管理事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成３年度 終了年度

下水道課

予 算 事 業 名 1.管路維持管理費　2.処理場維持管理費 係　   　名 維持保全係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1087

７　魅力ある都市基盤の充実 項 1.農村下水道管理費

施  策  名 19　下水道の整備 目 2.農村下水道維持管理費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 農業集落排水事業特別会計

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 1.農業集落排水事業費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 19-２　安定した下水道事業経営 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
東城、平沢、上野方、天神、上中島、西布施処理施設の適正な管理を行い、住民の健康で快適な生活環境を維持し、
河川などの水質保全と水の循環を健全に保つ。

対　   　象 処理場への流入水質

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

東城、平沢、上野方、天神、上中島、西布施処理場の維持管理

意       図
（成果指標）

処理場への流入水質を放流可能な水質に浄化する。

活
動
指
標

点検回数 401 400 401 399 99.5% 401

10放流水質（BOD） 10 3.6 10 4.4 44.0%

支
出
内
訳

①需用費 19,767,460 18,749,851 19,229,000 17,313,564 -7.7%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

19,946,000
②委託料 27,337,000 25,653,350 27,210,000 26,055,404 1.6% 28,180,000

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

4,524,000
支出合計（Ａ） 51,328,000 48,177,636 50,938,000 46,819,706 -2.8% 52,650,000
⑤その他 4,223,540 3,774,435 4,499,000 3,450,738 -8.6%

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等） 51,328,000 48,177,636 50,938,000 46,819,706 -2.8% 52,650,000

収入合計 51,328,000 48,177,636 50,938,000 46,819,706 -2.8% 52,650,000
⑤一般財源

-33.3% 2

②年間所要時間 800 800 500 500 -37.5% 500

①事務事業に携わる正規職員数 3 3 2 2

-5.1% 54,750,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

農村下水道処理場の維持管理業務委託を行った。

3,360,000 2,100,000 2,100,000 -37.5% 2,100,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 54,688,000 51,537,636 53,038,000 48,919,706

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 3,360,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

下水道施設の稼働率の増加及び経年による下水道施設の老朽化等
により、維持管理費は年々増加傾向となるが、下水道施設の機能
や衛生的な生活環境を確保するため、点検を計画的に行う必要が
ある。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり管理運営を行うことが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
②
③
① 千円
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

補助金

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 水洗化資金利子補給事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成３年度 終了年度

下水道課

予 算 事 業 名 2.下水道一般管理費 係　   　名 維持保全係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1087

７　魅力ある都市基盤の充実 項 1.下水道管理費

施  策  名 19　下水道の整備 目 1.一般管理費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 下水道事業特別会計

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 1.下水道費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 19-２　安定した下水道事業経営 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要

公共下水道並びに農村下水道及び個別排水処理施設の処理区域内において、くみ取り便所等を水洗便所等に改造する
者に対し、改造するために要する資金（以下「改造資金」という。）の融資あっせん及びこれに伴う利子補給金の交
付を行い、もって、水洗便所等の普及及び環境衛生の向上を図ることを目的とする。
（融資あっせん利率：長期プライムレート+1.0%　利子補給額：支払利子の1/2又は貸付利率2%の低い額）

対　   　象 公共下水道並びに農村下水道及び個別排水処理施設の処理区域内に居住する未接続世帯

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

「下水道のしおり」や市広報、工事説明会などにおいて制度の周知を図る。

意       図
（成果指標）

下水道接続のための資金の融資あっせん及び利子補給を行うことで、供用開始後の早期利用の促進を図る。

活
動
指
標

利子補給件数 5 0 10 0 0.0% 10

10利子補給額 50 0 10 0 0.0%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金 50,000 0 10,000 0 10,000
③工事請負費

支出合計（Ａ） 50,000 0 10,000 0 10,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等） 50,000 0 10,000 0 10,000

収入合計 50,000 0 10,000 0 10,000
⑤一般財源

0.0% 1

②年間所要時間 200 200 100 100 -50.0% 100

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

-50.0% 430,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

「下水道のしおり」や市広報、工事説明会などにおいて制度の周知を図った。

840,000 420,000 420,000 -50.0% 420,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 890,000 840,000 430,000 420,000

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 840,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

利子補給であり平成25年度の利用はないが、水洗化率向上のため
必要な制度である。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり補助することが適当 ２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 台
②
③
① ㎥
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 浄化槽汚泥処理事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成22年度 終了年度

下水道課

予 算 事 業 名 6.浄化槽汚泥処理事業 係　   　名 維持保全係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1087

７　魅力ある都市基盤の充実 項 1.保健衛生費

施  策  名 19　下水道の整備 目 5.環境衛生費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 4.衛生費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 19-２　安定した下水道事業経営 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
浄化槽汚泥を魚津市浄化センターで受け入れ、浄化槽排水による公共用水域の水質汚濁の防止と、生活環境の保全及
び公衆衛生の向上を図る。

対　   　象 魚津市に浄化槽を所有する者

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

魚津市指定の汚泥運搬業者が、魚津市内の浄化槽から排出する汚泥を有料で魚津市浄化センターへ搬入する。

意       図
（成果指標）

浄化槽排水による公共用水域の水質汚濁の防止及び生活環境や公衆衛生の向上を図れる。

活
動
指
標

浄化槽汚泥投入台数 1,500 1,249 1,200 1,171 97.6% 1,200

7,600浄化槽汚泥投入量 8,400 7,614 7,600 7,194 94.7%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金 11,048,000 9,944,424 11,560,000 9,422,378 -5.2% 10,767,000
③工事請負費

支出合計（Ａ） 11,048,000 9,944,424 11,560,000 9,422,378 -5.2% 10,767,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
10,767,000

収入合計 11,048,000 9,944,424 11,560,000 9,422,378 -5.2% 10,767,000
⑤一般財源 11,048,000 9,944,424 11,560,000 9,422,378 -5.2%

0.0% 2

②年間所要時間 400 400 400 400 0.0% 400

①事務事業に携わる正規職員数 2 2 2 2

-4.5% 12,447,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

魚津市指定の汚泥運搬業者が、魚津市内の浄化槽から排出する汚泥を有料で魚津市浄化センターへ搬入する。

1,680,000 1,680,000 1,680,000 0.0% 1,680,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 12,728,000 11,624,424 13,240,000 11,102,378

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 1,680,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

浄化槽排水による公共用水域の水質汚濁の防止及び生活環境や公
衆衛生の向上を図るために必要な事業である。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① ｍ
② 件
③
① ｍ
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 公共下水道管渠維持管理事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成３年度 終了年度

下水道課

予 算 事 業 名 2.公共下水道維持管理費 係　   　名 維持保全係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1087

７　魅力ある都市基盤の充実 項 1.下水道管理費

施  策  名 19　下水道の整備 目 2.公共下水道管理費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 下水道事業特別会計

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 1.下水道費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 19-２　安定した下水道事業経営 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
下水道施設（管路・マンホール等）が適正に機能しているか、点検・調査及び定期的に管路清掃も行い、支障のある
箇所については修繕を行う。

対　   　象 下水道施設（管路・マンホール等）及び下水道整備された周辺の住民。

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

下水道管路の点検・清掃及び修繕を実施する。

意       図
（成果指標）

汚水を処理場まで安定して流下させるため、下水道施設の機能確保をする。

活
動
指
標

管路清掃延長 2,000 1,873 2,000 2,337 116.9% 2,000
修繕実施個所件数 28 28 30 33 110.0% 30

42,584延管路清掃延長 38,374 38,247 40,247 40,584 100.8%

支
出
内
訳

①需用費 574,000 308,040 524,000 52,040 -83.1%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

524,000
②委託料 1,517,000 1,228,290 1,517,000 1,307,985 6.5% 1,604,000

決算額 決算増減率 当初予算額

10,000,000
④負担金補助及び交付金
③工事請負費 7,500,000 4,972,800 8,500,000 8,153,775 64.0%

600,000
支出合計（Ａ） 10,091,000 6,737,001 11,991,000 10,564,475 56.8% 12,728,000
⑤その他 500,000 227,871 1,450,000 1,050,675 361.1%

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等） 10,091,000 6,737,001 11,991,000 10,564,475 56.8% 12,728,000

収入合計 10,091,000 6,737,001 11,991,000 10,564,475 56.8% 12,728,000
⑤一般財源

100.0% 2

②年間所要時間 600 600 500 500 -16.7% 500

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 2 2

36.8% 14,828,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

下水道管路の点検・清掃及び修繕を行った。

2,520,000 2,100,000 2,100,000 -16.7% 2,100,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 12,611,000 9,257,001 14,091,000 12,664,475

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 2,520,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

下水道事業の促進による整備区域の拡大に伴い、管理する下水道
施設（管路・マンホール等）の増加及び経年による下水道施設の
老朽化等により、維持管理費は年々増加傾向となるが、下水道施
設の機能や衛生的な生活環境を確保するため、パトロールや点検
を計画的に行う必要がある。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり管理運営を行うことが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② 件
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 下水道接続事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成10年度 終了年度

下水道課

予 算 事 業 名 なし 係　   　名 維持保全係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1087

７　魅力ある都市基盤の充実 項 予算なし

施  策  名 19　下水道の整備 目 予算なし

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 予算なし

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 予算なし

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 19-２　安定した下水道事業経営 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
魚津市下水道条例及び魚津市農村下水道条例に基づき、下水道接続の排水設備計画確認申請の審査および検査等一連
の業務を行う事業

対　   　象 魚津市の下水道供用区域内で排水設備の新設・改築及び廃止を行う申請者

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

「対象者が指定工事店に工事を依頼→指定工事店が市に確認申請書を提出→市で申請書を審査し、指定工事店が工事を実施→工事完了後、完
了届け及び使用開始届けを市に提出→市は完了検査を行い、合格した場合に検査済証を交付」これらの一連の業務と下水道使用料金を賦課す
るための確認及び掃除の仕方等を説明

意       図
（成果指標）

法令等に適合した排水設備が整備されることにより、生活排水を安全かつ安心して下水道管へ導くことができる。

活
動
指
標

検査件数（公共、農集計） 393 400 400 406 101.5% 400
合格件数 393 400 400 406 101.5% 400

100検査合格率（合格件数/検査件数） 100 100 100 100 100.0%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

支出合計（Ａ） 0 0 0 0 0
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）

収入合計 0 0 0 0 0
⑤一般財源

0.0% 2

②年間所要時間 800 800 700 700 -12.5% 700

①事務事業に携わる正規職員数 2 2 2 2

-12.5% 2,940,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

下水道接続のための排水設備計画確認申請に係る一連の業務を行った。

3,360,000 2,940,000 2,940,000 -12.5% 2,940,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 3,360,000 3,360,000 2,940,000 2,940,000

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 3,360,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

下水道への接続に際して、適正な排水設備を設置することは、健
全な下水道経営に必要な事業である。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　


